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＜質 問＞ 

品川区議会公明党を代表して、代表質問を行います。 

 初めに、区長の施政方針から、東京都の新たな施策の積極的な活用についてお伺いします。 

 昨年夏に誕生した小池新都知事の新たな取り組みが進む中、築地市場の豊洲移転問題や

2020 東京オリンピック・パラリンピックの費用負担などの課題がクローズアップされています。こ

うした課題への対応は、都民でもある品川区民にとっても関心事であり、１日も早い解決を求め

るものです。 

 そんな中、80％とも言われる高支持率のもと、都民ファーストを掲げる小池都知事にとって初

めての当初予算案が編成されました。その中には、都議会公明党が提案、要望してきた、私立高

校授業料の大幅な負担軽減や待機児童解消に向けた保育士の処遇改善、また、区市町村道への

無電柱化支援、小中学校や公園等のトイレの洋式化など、区政と大きな関連を持つ事業が盛り込

まれたと聞いています。 

 濱野区長は、施政方針の中で、小池都知事が新しい東京づくりに向けて立ち上げた多くの新

規事業など国や都が打ち出している施策をうまく生かし、区民生活のプラスにつなげることが

重要である旨のお話をされました。 

 区議会公明党としても、早期の事業実施を求めて、２月 20 日、無電柱化とトイレの洋式化につ

いて、区長に直接要望いたしました。 

 そこで、区として都が打ち出したこれらの新規事業について、早急に区政との関連やスキーム

等を確認した上で、品川区民の安全・安心につなげるための積極的な活用を要望いたしますが、

ご所見を伺います。 

 次に、防災・減災対策の強化について伺います。 

 昨年４月の熊本地震では震度７が２回、鳥取や茨城でも震度６を記録するなど、各地で大きな

地震が頻発し、師走の 12 月に発生した新潟県糸魚川市の大規模火災の市街地が燃え広がる光

景によって、22 年前の阪神・淡路大震災の記憶がよみがえったのは私だけではないと思います。

改めまして、被災された皆様に心よりお見舞いを申し上げます。 

 災害の発生は残念ながら止めることはできませんが、繰り返し発生する災害を自らの教訓と

して、さらなる防災、減災を図っていくことが何より重要であります。 

 そこで、質問の１点目は、火災の延焼防止についてです。 

 糸魚川市の大規模火災は、強風の影響で市内広範囲に燃え広がり、駆けつけた消防による懸

命な消火活動の結果、火災発生から約 30 時間後にようやく鎮火し、幸い亡くなられた方はいな

かったものの、負傷者 17 名、全焼 120 棟を含む焼損建物数は 147 棟となり、焼失面積は約４万平

米にも上ったとのことで、阪神・淡路大震災や東日本大震災を除くと、昭和 51 年に 1,774 棟が焼

失した酒田市の大規模火災以来の大火となったとのことでした。 

 公明党の糸魚川市議会議員にお話を伺ったところ、強風の影響で、火の粉というよりは火の玉

が 150 メートルの距離を飛んでくる中、17名の負傷者のほとんどが消防団員だったとのことでし

た。東日本大震災でも、消防団員が最後まで津波の避難を呼びかける中、犠牲になったケースが

ありましたが、消防署員に比べて消防団員は十分な装備がない中、火に囲まれてしまう危険を

顧みず消火活動を行い、喉や目が火にやられて負傷された方が多かったとのことで、今後は、消

防団員の装備の再点検と充実が不可欠とのことでした。また、屋根瓦のすき間から火の粉が入っ



てきたケースも多かったようで、今後は何らかの対策が必要とのことでした。 

 日本火災学会副会長の早稲田大学の長谷見教授の話では、今回、被害が広がったのは強風に

よる飛び火が原因で、建物の防火対策が不十分だったとし、全国的にも共通の課題となっており

ますが、建てかえが進まず、古い建物が多くあり、準防火地域でありながら十分な対策が進んで

いなかったと分析しております。また、今後の対策として、窓ガラスを火災の熱でも割れにくい網

入りガラスに取りかえることや、入居している複数の世帯が屋根裏でつながっている長屋づくり

の建物が多い商店街の店舗などでは、外壁や室内の壁とあわせて屋根裏も不燃ボードで仕切る

などの取り組みが必要と指摘しております。 

 今回の大規模火災は、木造住宅密集地域を多く抱える品川区としても、決して人ごとではあり

ません。 

 そこで、今回の大規模火災の教訓に対する区の見解と今後の対策の強化について、ご所見を

伺います。 

 ２点目は、火災の初期消火のための簡易水道消火装置「まちかど消火栓」の設置についてです。 

 まちかど消火栓については、会派として平成 25 年第１回定例会代表質問で提案以来、要望し

てまいりましたが、同消火栓は、家庭の水道水を使用する消火装置として、女性や子どもでも簡

単に使用でき、ホースに接続されたノズルが消火効果を高めるなど、消火栓のない路地などで

の活用が有効となります。 

 そこで、町会・自治会への配備について、昨年、第４回定例会で改めて要望した際、区長から前

向きに検討する旨の答弁がありましたが、その後の検討状況と新年度予算への反映状況につい

てお知らせください。 

 また、同装置をしながわ防災体験館に配備し、スタンドパイプを活用した消火活動とあわせて

普及啓発を図ってはと思いますが、ご所見を伺います。 

 ３点目は、ブロック塀の倒壊対策についてです。 

 昨年 12月 21日付の東京新聞で、４月の熊本地震でブロック塀の倒壊による死者が出たことを

教訓に、防災まちづくりコンサルタントと全国建築コンクリートブロック工業会が、昨年 10 月下旬

に、品川区と文京区内のブロック塀の点検を実施したとのことで、その結果が掲載されていまし

た。記事によりますと、品川区内の木造住宅密集地域内にあるブロック塀 27 か所を、塀の高さ、

厚さ、ぐらつき、ひび割れなど計 16 項目の点検を行った結果、41％が注意を要する、危険である

と評価され、ブロックの寿命とされる 20 年を超えた塀も 81％あったとのことでした。また、建築

基準法で定める高さ 2.2 メートルを超える塀も 11％あるなど、基準不適合の塀が多くあったとの

ことでした。 

 品川区は木造住宅密集地域が多く、地震の揺れで狭い道路沿いに建てられたブロック塀が倒

れてくれば、歩行者や隣家などに被害が出ることは言うまでもありません。宮城県では、昭和 53

年の宮城県沖地震で亡くなった方のうち６割を超える 18 名が倒れたブロック塀や石の下敷きと

なり犠牲となったため、補助制度を創設し、塀の点検や補修を進めたところ、さきの東日本大震

災では、倒れた塀による被害は少なかったとのことでした。 

 品川区では、昭和 63 年から、主に緑化対策として、ブロック塀等の撤去や、生け垣、フェンス等

への工事に対する生垣造成費用の一部助成を実施し、平成 27 年 11 月からは、防災緑化助成とし

て、木造住宅密集地域での安全確保のため、助成額を倍増するなどの取り組みを行っており、評

価いたしますが、直近の５年間の実績は合計 25件と、年平均５件の助成にとどまっております。近

い将来に発生が危惧される首都直下地震への備えとして、防災緑化助成制度の利用促進のため、



対象地区内でブロック塀のある家を全戸訪問し、制度の周知徹底を行うなど、取り組みの強化を

求めます。 

 また、建築基準法に違反する危険なブロックの撤去や建てかえの指導とあわせて、ブロック塀

診断の仕組みづくりを提案いたしますが、ご所見を伺います。 

 次に、道路の無電柱化についてお伺いします。 

 災害の防止、安全かつ円滑な交通の確保、良好な景観の形成等を図るため、電線の地中化を

進める無電柱化の推進に関する法律が、議員立法により、昨年 12 月９日、参院本会議で可決、成

立しました。これによって、国では、毎年７万本とも言われる電柱の新設を抑制し、撤去目標を盛

り込んだ計画策定が義務づけられ、電力会社などの事業者へも新設抑制や既存電柱の撤去を促

すこととなり、加えて、都道府県や区市町村も、計画の策定が努力義務とされたところです。 

 無電柱化は、言うまでもなく、良好な景観形成を図り、2020 東京オリンピック・パラリンピックに

向けて、外国人観光客へのアピールとともに、終了後にはレガシーとなることも期待されており

ます。また、阪神・淡路大震災や東日本大震災、昨年の熊本地震の教訓として、防災面でも重要な

課題となっております。 

 区議会公明党は、これまで本会議等で電線類の地中化の促進を訴えてまいりましたが、改め

て、昨年の第４回定例会で、災害時の救援活動や支援物資の輸送の支障となる電柱倒壊を防ぐ

ための無電柱化を要望し、都議会第３回定例会の一般質問で公明党の伊藤興一議員が区市町村

道への無電柱化支援を要望した際、小池都知事から区市町村への技術的・財政的支援を行うと

の答弁があったことを紹介しましたが、その答弁のとおり、都の新年度予算には、区市町村への

無電柱化に対する支援が拡充されたと聞いております。 

 そこで、区市町村道に対する都の無電柱化助成のスキームについてお知らせください。 

 また、都の助成制度の積極的な活用に向けた（仮称）品川区無電柱化推進計画の早期策定を

改めて提案いたしますが、ご所見を伺います。 

 次に、子育て支援の充実についてお伺いします。 

 質問の１点目は、待機児童解消の見通しについてです。 

 品川区では、認可保育園の定員拡大や新設、また、認証保育所の開設支援等、総合的な待機児

童対策を実施し、平成 22 年度から 28 年度までに 4,463 名の受け入れの拡大を図ってきました。

しかし、近年の乳幼児人口の増加等に伴う申込者数の増加などにより、待機児童の解消には至っ

ていない現状です。そのような状況を改善させるため、国家戦略特区事業を活用し、西大井広場

公園内に定員 100 名の保育園の開設や、区長自ら主導して大井競馬場の駐車場を活用した 73

名の保育園の開設など、平成 29 年度は過去最多となる 1,044 名の受け入れの拡大を実施する

予定となっており、この間の取り組みは評価いたします。 

 そこで、先日、４月入園の１次審査の結果が発表となりましたが、現時点での待機児童解消の見

通しについてお知らせください。 

 質問の２点目は、認可外保育施設への保育料助成制度の創設についてです。 

 新年度予算案には、保護者の経済的負担の軽減策として、認可保育所等に申し込んでも入園

できず、やむなく認可外保育施設に申し込んだ児童の保護者に対して、保育料の一部を助成す

るための予算が計上されております。区議会公明党は、平成 22 年の第２回定例会で認可外保育

施設への保育料助成制度を提案して以来、何度となく創設を要望してまいりましたので、このた

びの区の英断を評価したいと思います。 

 そこで、助成制度創設に至った経緯と３年間の時限的措置となった理由について、また、３年後



の助成の継続の考え方について伺います。 

 さらに、制度創設を踏まえて、区のホームページに、認可や認証と同様に、認可外保育施設の

案内や入園可能状況などを掲載するよう要望しますが、あわせてご所見を伺います。 

 質問の３点目は、不妊治療費助成の拡充についてです。 

 平成 27 年の 23 区の合計特殊出生率は、東京都が数値の公表を開始した平成５年以来初めて

全区で１以上となり、改善の傾向にあることが報じられていました。ちなみに品川区は、平成 17年

の 0.88 に対して、平成 27 年は 1.23 と 0.35 ポイント上昇し、23 区中６番目となっており、今後の

さらなる対策の拡充を期待するものです。 

 私は、昨年の第１回定例会代表質問で、品川区が平成 18 年から 23 区で唯一、一般不妊治療費

の助成を実施していることを評価し、国の助成額の増額を踏まえて、他区で実施している都の助

成に上乗せした特定不妊治療費助成の実施を提案しましたが、国や都の動向を注視し、まずは

一般不妊治療費助成の利用促進を図るとの答弁にとどまっておりました。そんな中、東京都の新

年度予算案には、不妊検査費の助成とあわせて、一般不妊治療費への助成が約２億円計上され

たとのことでした。 

 そこで、こうした都の助成制度を活用して、一般不妊治療費助成のさらなる拡充と都の助成に

上乗せした特定不妊治療費助成の実施を改めて提案いたしますが、ご所見を伺います。 

 質問の４点目は、子ども医療費助成に係る国庫負担金減額の見直し分の財源活用についてで

す。 

 現在、国では、子ども医療費助成を行う自治体に対して、医療費増加のペナルティーとして、国

民健康保険への国庫負担金を減額調整しており、品川区では、約 3,000 万円の補助金が減額さ

れているとのことです。公明党は、こうした子育て支援に逆行した本末転倒の国の対応に対して、

昨年の衆議院予算委員会で早急の見直しを図るよう要請し、このたび減額分の廃止が決定した

との報道があり、まずは、未就学児向けの減額分の廃止を検討するとしております。この廃止に

よって、品川区では約 1,500万円の国庫補助の増額が見込まれると聞いておりますが、今後の見

通しをお聞かせください。 

 また、国は、方針転換の理由として少子化対策の充実をうたっておりますが、ペナルティー廃

止による増額分を先ほど提案した不妊治療費助成の拡充など子育て支援や少子化対策に活用

することを重ねて要望しますが、ご所見をお伺いします。 

 次に、教育に係る費用の負担軽減についてお伺いします。 

 来年度の東京都の予算で、私立高校の授業料負担の大幅な軽減が予定されています。これは、

現在国において年収の目安がおおむね 910 万円未満の家庭を対象に支給されている就学支援

金に東京都が上乗せして助成している特別奨学金が大幅に拡充され、都内に住む私立高校生が

いる家庭の約 30％に当たるおおむね 760 万円未満の家庭では、私立高校の授業料が実質無償

化されることとなります。 

 都議会公明党は、昨年の第４回定例会の代表質問で、国において既に実施されている公立高

校の授業料無償化と同様に、910 万円未満を対象に私立高校授業料の実質無償化を求め、昨年

12 月６日には、都知事に対して、直接要望を行うなど、負担の軽減を求めてきましたので、今回の

軽減策をまずは第一歩として評価するとともに、行く行くは公立高校と同様のおおむね 910 万

円未満の家庭まで実質無償化の実現をめざしていく予定と聞いております。 

 また、あわせて、これまで 20 万円だった入学支度金の貸し付けも、実態に合わせて 25 万円に

引き上げる予定とのことです。 



 区議会公明党は、昨年の第４回定例会で、生活保護や非課税世帯に支給されている入学に必

要な制服や靴などのいわゆる入学準備金をその他の世帯にも支給を検討するよう提案し、区よ

り、国や都の奨学金制度の見直しの動きを踏まえて低所得世帯への支援のあり方を検討すると

の答弁がありましたが、今回の都の動きを踏まえて、区としての負担軽減の拡充について、改め

てご所見を伺います。 

 ところで、現在、品川区が実施している高校などへの奨学金貸し付けは毎年数名の利用にと

どまっていますが、都の制度が拡充すると、さらなる利用者の減が予測されます。一方、今回、都

の助成対象とならないおおむね 760万円以上の家庭では、大学や高校などに通う兄弟がいる場

合などに、助成を受けられる家庭よりも経済的な負担は大きいことが考えられます。 

 そこで、区の奨学金制度の見直しと、助成が受けられない家庭へのきめ細かな負担軽減を検

討するよう要望しますが、ご所見を伺います。 

 次に、成年後見制度のさらなる利用促進についてお伺いします。 

 認知症や知的障がい、精神障がいなどで判断能力が不十分な方にかわり、財産の管理や契約

行為が行える成年後見制度の利用促進のため、昨年４月、成年後見制度の利用の促進に関する

法律が成立し、５月 13 日に施行されました。そして、ことし１月 13 日には、利用促進基本計画案の

作成に当たって盛り込むべき事項についてのまとめが利用促進委員会から安倍総理に提出され、

今年度中には基本計画が閣議決定され、４月からは、計画をもとに、さらなる利用の促進が図ら

れることとなります。 

 公明党はこれまで、党内にプロジェクトチームを立ち上げ、利用の促進について取り組む中で、

平成 24 年２月には５名の国会議員が品川成年後見センターを視察し、私たち区議会公明党も加

わり、品川の先進的な取り組みについてお話を伺いました。そして、同年７月に法案の骨子要綱を

発表、その後、専門家の意見を聴取するなど議論を重ねる中、今回の促進法の成立に結びつい

たところです。また、先ほどの利用促進委員会には、品川成年後見センターの齋藤所長も臨時委

員として参画されたとのことで、まさに品川区の取り組みが全国の模範として展開されることと

なり、感慨もひとしおです。 

 そこで、質問の１点目は、品川区の後見ニーズと今後の見通しについてです。 

 品川区は、平成 14 年６月に社会福祉協議会内に設置された品川成年後見センターをワンストッ

プセンターと位置づけ、制度の利用を促進してきました。その結果、これまでに 320 件を超える

法人後見や 160件を超える市民後見人の後見監督など、全国的にもトップクラスの活動状況とな

っています。しかし、高齢化の進展に伴い、団塊の世代が 75 歳を迎える 2025 年に向けて、認知

症高齢者の急増などにより、後見ニーズは大幅に増加し、ニーズに対して後見人が不足する、い

わゆる後見爆発が懸念されています。そこで、品川区の後見ニーズ等の現状と今後の見通しに

ついてご所見を伺います。 

 質問の２点目は、障がい者の利用促進など今後の課題への対応についてです。 

 知的障がい者や精神障がい者などの高齢化に伴い、親亡き後の障がい者の権利擁護のあり

方が大きな課題となっている一方、品川区での障がい者の制度の利用は、認知症高齢者に比べ

て圧倒的に少ない状況となっています。こうした課題を解決するため、障がい者親の会などの

団体に向けての説明会なども行っていると聞いていますが、さらなる利用促進に向けて、ケアマ

ネジャーやヘルパー等の介護職の方々への制度の理解や啓発のための説明会等を実施するな

ど、早期発見による利用の促進を求めますが、ご所見を伺います。 

 質問の３点目は、市民後見人などの担い手の育成と安心の確保についてです。 



 品川区では、社会福祉協議会が平成 18 年から市民後見人の養成を始めて、現在は年２回、区

と社会福祉協議会で養成講座を実施し、多くの区民が受講されていると聞いています。 

 私は、昨年７月、党の機関紙、公明新聞の取材に同行、区内で活動するＮＰＯ法人、市民後見人の

会の古賀理事長のお話を伺いました。同会は、現在、60 代から 70 代を中心に 88 人が所属して

おり、これまで 34 件の法定後見を受任するなど、市民後見人の最大の強みである地域で時間を

かけたきめ細かな支援を行っているとのことでした。 

 品川区では、その他の３つのＮＰＯ法人に加えて、平成 27 年度からは、さわやか、芝、湘南、城南、

目黒の５つの信用金庫が母体となって、一般社団法人しんきん成年後見サポートが設立され、合

計で５つの団体が後見活動を行っているとのことですが、先ほども触れたように、2025 年には

認知症高齢者が 700 万人にも上ることが予測されており、さらなる担い手の育成確保は重要な

課題となっております。 

 一方、同制度の利用促進に伴い、不正防止のためのチェック体制の充実も求められております。 

 そこで、品川区における担い手のさらなる育成と、安心の確保について、ご所見をお伺いしま

す。 

 次に、高齢ドライバーの運転事故防止についてお伺いします。 

 警察庁の発表では、昨年１年間の交通事故による死者数は 3,904 人で、67 年ぶりに 4,000 人

を下回ったとのことでした。一方で、昨年 10 月、横浜市で 87 歳の男性が運転する軽トラックが児

童の列に突入し、６歳の児童が亡くなり、翌 11 月には、立川市の病院で 83 歳の女性が運転する

乗用車が歩道に突入、２人が死亡するなど、高齢ドライバーによる痛ましい事故が相次いで報道

されました。ことし３月には、道路交通法の改正により、75 歳以上の高齢者には免許更新の際に

認知機能検査が強化される予定ですが、さらなる総合的な対策が必要と感じております。 

 そこで、質問の１点目は、運転免許証の自主返納についてです。 

 品川区では、平成 20 年９月から 23 年３月まで、運転免許返納によるエコライフ支援事業を実

施し、住民基本台帳カードの無料交付などにより好評でしたが、現在は終了し、かわりに警視庁の

事業として、返納時に希望すれば運転経歴証明書が発行され、上野動物園や江戸東京博物館な

どの文化施設や美術館等の割引が受けられ、自主返納サポート協議会の加盟企業のホテルの割

引や、デパートで買い物した際の配送料が無料になるなどの特典が受けられるようです。ちなみ

に、しながわ水族館も、運転経歴証明書などで 65 歳以上の証明ができれば、割引の特典がある

とのことでした。 

 全国でのこうした取り組みが功を奏し、65 歳以上の運転免許証の自主返納は、全国で、平成

18 年の２万 1,374 件に対して、平成 27 年には 27 万 159 件と、10 年で約 13 倍となっております

が、それでも 65 歳以上の免許保有者の 1.6％にとどまっている状況です。 

 そこで、高齢ドライバーの運転事故防止のさらなる促進のため、運転免許証の自主返納事業

の周知・啓発を、警視庁と連携しながら、例えば高齢者クラブ等の会合での周知や、シルバーセン

ター内にポスターを掲示するなど、積極的に推進するよう提案しますが、ご所見を伺います。 

 質問の２点目は、デマンドタクシーなどの代替交通の確保についてです。 

 品川区は、40 に及ぶ鉄道駅に加えてバス路線も多いことから、他自治体に比べて交通の便が

よいことは承知しておりますが、今後ますます高齢化が進む中、目的地の近くまでスムーズに移

動できる、自家用車にかわる代替交通機関の確保が必要と感じています。 

 そこで、高齢期になっても誰もが安心して外出できるよう、バスとタクシーのメリットを生かし、

需要に応じて運行するデマンドタクシーなどの代替交通の確保を検討するよう提案しますが、ご



所見を伺います。 

 最後に、協働の推進の観点から、地域猫のボランティアへの支援について伺います。 

 昨年、協働の最大のパートナーと言える町会・自治会支援のための条例が策定され、ますます

区民との協働の推進が期待される一方、町会・自治会以外のボランティアやＮＰＯなど、その他の

パートナーへの支援も重要と考えます。 

 そこで、質問の１点目は、地域猫ボランティアへの腕章等の作成と配布についてです。 

 私は、平成 25 年第１回定例会の代表質問で、協働の推進の観点から、地域猫の不妊・去勢手術

に取り組むボランティアの方が猫の捕獲のために行う定期的な餌やりについて、周囲の方の誤

解から、どなられ、口論となり、身の危険を感じることもしばしばある旨ご紹介をし、町会等の地

域理解の促進と助成の拡充を求めました。そして、４年たった現在では、不妊・去勢手術費の助成

金も増額され、11 の町会で地域住民による餌やり場の確保や排せつ物等の管理を行うモデル事

業が実施され、78 頭から７頭まで猫が減少した町会もあると聞いております。この間の区の取り

組みに感謝申し上げるところですが、一方で、いまだに理解が進まず、誤解によるトラブルが続

いている地域もあると聞いています。 

 私は、こうしたトラブルを未然に防ぎ、理解の促進を図るため、昨年 11 月の厚生委員会で同事

業の実施状況の報告があった際、ボランティアの方が餌やり等の活動時に、無責任な餌やりでは

ないことを視覚を通じてご理解いただくために、腕章等、何か身につけられる目印を作成し、配

布するよう要望しました。その際、早ければ今年度中に何らかのグッズを作成するとの前向きな

答弁がありましたが、現在の進捗状況と今後の取り組みについてお知らせください。 

 質問の２点目は、公園での餌やりについてです。 

 昨年、ボランティアの方数名から、公園での猫の餌やりについて、理解の促進と、いわゆる餌や

り禁止看板の撤去の相談を受けました。不幸な猫を減らすための不妊・去勢手術に取り組むボラ

ンティアが餌やりをする際、猫の都合でいたし方なく公園での餌やりを行うことがあるとのこと

で、その際には、利用者の迷惑とならないよう、餌の食べ残しや排せつ物等の掃除をしっかりと

行っているそうですが、餌やり禁止の看板があると、心ない通行人等から看板を盾にどなられる

などの被害を受けることがあるとのことで、設置するならば、「餌やり禁止」の前に「無責任な」

をつけて、「無責任な餌やり禁止」としてほしいとのことでした。 

 私は、その後、看板等の設置状況について、10 数か所の公園を調査した結果、猫だけでなく、

犬のふんの持ち帰りやリードを離さないための看板、また、喫煙の禁止等、公園によってさまざま

な看板が設置されていました。中でも驚いたのは、同じ公園内で、猫への餌やり禁止の看板と、

不幸な猫を増やさないためにと書かれた下に、無責任な餌やりをしない、餌、ふんの後始末、不

妊・去勢手術と書かれた看板が同じ場所に設置されており、同公園では、一体餌やりをやっても

よいのか、悪いのか、よくわからない状況となっておりました。 

 区に確認をしたところ、餌やり禁止の看板は公園課で、条件つきオーケーの看板は生活衛生

課で作成したとのことで、ご近所からクレームがあった場合に公園課としては看板の設置を行う

ケースが多く、生活衛生課は、逆に、ボランティアの立場での看板設置となっているとのことでし

た。確かに公園を利用する方は、さまざまな世代の方が、さまざまな目的で利用することが多く、

お互いが他人の迷惑とならないよう行動することが大原則となり、それに反する行為があれば、

管理する公園課では、看板等の設置によって注意喚起することも必要となります。 

 そんな中、戸越２丁目広場と旗の台南公園では、町会としてモデル地域になったこともあり、餌

やり場の確保のため公園を活用しているとの話を伺い、早速視察してみましたが、思っていたの



とは違い、猫の餌やりを許可する看板は特に設置されておらず、餌やふんなどの痕跡もなく、子

どもたちが元気に遊んでおりました。 

 こうした先駆的なケースが各地域に広がっていくことが求められると思いますが、改めて、公

園での餌やりについての区の認識とボランティア支援のための適切な看板設置のあり方につい

て、ご所見を伺います。 

 以上で区議会公明党の代表質問を終わります。ご清聴ありがとうございました。（拍手） 

 

＜答 弁＞ 

◯区長（濱野健君） 

私からは、防災・減災対策の強化についてお答え申し上げます。 

 まず、火災の延焼防止についてですが、区ではこれまでも、燃えない・燃え広がらないまちづ

くりを進めるため、ソフト、ハード両面からさまざまな施策を重層的に展開してまいりました。昨年

末に発生した地方都市での大規模火災を受け、木密地域を抱える区といたしましては、対策の重

要性と緊急性を再認識したところでございます。特にこれまでは、地震発生時に起きる大規模火

災を想定し、耐震性の低い建物に対し、重点的に支援を行ってまいりましたが、29 年度からは、耐

火性能にも着目し、不燃化特区において、耐火性能の低い建物への支援の拡大を図ってまいりま

す。 

 次に、簡易水道消火装置「まちかど消火栓」の設置についてですが、区ではこれまで区内一律

の防災対策を進めてまいりましたが、住民の年齢構成や住宅の密集度合い等、地域ごとにさま

ざまな特性があり、その特性に応じた対策も必要であることが明らかになりました。そこで、防災

区民組織に対するこれまでの助成に加え、各地域の特性に応じた防災資器材の充実を支援する

ための防災資器材整備助成金を新設し、新年度予算案に盛り込んでいくことといたしました。ま

た、しながわ防災体験館へのまちかど消火栓の配備につきましては、同装置を館内に展示し、周

知を図ってまいります。 

 次に、ブロック塀の倒壊対策でありますが、区はこれまでも、細街路拡幅整備や接道部の緑化

にあわせたブロック塀の撤去費用の助成や地区計画における垣柵の構造制限などを通じて、ブ

ロック塀の倒壊対策を進めてまいりました。 

 お尋ねの防災緑化助成制度につきましては、広報しながわで周知を図るとともに、対象地区の

全町会長への説明と可能なところでのヒアリングを実施するなど、利用促進に取り組んでまいり

ました。今後もさらにブロック塀があるお宅へ制度を個別に説明し、利用促進を図ってまいります。 

 また、ブロック塀診断の仕組みづくりにつきましても、ブロック塀の危険性の把握には所有者自

らが行える簡易診断が有効であることから、今後、チェックリストを作成し、ホームページやパン

フレットにより周知を進めるとともに、大規模なものなどについては専門家のチェックを促すなど、

取り組みを一層進めてまいります。今後も関係する部署が連携して助成制度や危険性の周知を

行い、危険なブロック塀の倒壊対策に取り組んでまいります。 

 その他の質問等につきましては、各担当部長等よりお答えを申し上げます。 

 

◯企画部長（中山武志君） 

私からは、東京都の新規施策の活用についてお答えいたします。 

 都は、平成 29 年度の当初予算において、５年ぶりの減額予算としながらも、３つのシティの実

現を掲げ、新しい東京に向け、382の新規事業を立ち上げております。区もこうした都の動向をい



ち早く捉え、待機児童対策などの事業について、新たな都補助メニューの活用を想定し、事業の

レベルアップを図る予算を今定例会に提案しているものでございます。 

 区といたしましては、無電柱化の推進や介護人材の確保など、都の施策の中には区が進める

重点課題の対応に直結するものも多いことから、今後も都の関係部局との連携や情報収集に努

め、区民のプラスにつながる施策の推進に向け、その積極的な活用に努めてまいります。 

 

◯防災まちづくり部長（松代忠徳君） 

 

私からは、道路の無電柱化と高齢ドライバーの運転事故防止についてお答えいたします。 

 初めに、道路の無電柱化についてですが、東京都は、区市町村無電柱化補助の拡充について、

平成 29年度予算案の中で公表したところです。この補助は、区市町村が無電柱化推進計画の策

定作業に着手することや低コスト手法の導入に取り組むことなどを要件として、狭い道路の無電

柱化整備に向けてチャレンジする区市町村に対し、財政支援を拡充するというスキームとなって

おります。木密地域を多く抱える品川区としても、狭い道路の無電柱化を進めていくことは、災

害時に緊急車両や物資搬送車両が円滑に通行できるなど、有効な災害対策の１つと考えており

ます。このため、都から今後示される予定の補助要綱等を十分に確認した上で、今後の無電柱化

整備の進め方について検討してまいります。 

 次に、運転免許証の自主返納についてですが、区内の交通事故発生件数は年々減少している

中、高齢者の起こした事故の割合は増加しているところです。このような状況の中で、３月には、

高齢運転者の交通安全対策強化のための改正道路交通法が施行されます。また、自主返納につ

きましても、高齢者運転免許自主返納サポート協議会でさまざまな特典が受けられるなど、安全

対策が進められております。区におきましても、高齢者クラブへのチラシの配布や警察と連携し

た交通安全講習会を継続するとともに、シルバーセンター等の施設でのポスター掲示など、より

一層高齢者の交通事故防止と自主返納の啓発に努めてまいります。 

 次に、デマンドタクシーなどについてですが、高齢者や歩行が困難な方を含め、誰もが安心し

て外出できる機会を確保することは大切なことだと考えます。自家用車にかわる移動手段につ

きましては、タクシーも含めた公共交通をご利用いただくことが基本となります。一方、最近で

はタクシー初乗り運賃の引き下げなど地域における交通環境が変化してきておりますので、高齢

者等に配慮した移動手段の確保という観点から、区内の実情に応じた方策について検討してま

いります。 

 

◯子ども未来部長（齋藤信彦君） 

私からは、待機児童対策等についてのご質問にお答えいたします。 

 区では、この３年間で乳幼児人口が 1,844 人増え、合計特殊出生率は 1.16 から 1.23 に上昇し

ております。また、認可保育園の入園を希望する保護者の割合も、平成 26 年の 39.7％が平成 28

年には 43.7％に上昇し、乳幼児人口のピークは平成 33 年以降になると見込んでおります。した

がいまして、来年度は過去最多 1,044人、前年比で 13％の定員を拡大いたしますが、当初見込み

の平成 30年４月での解消は極めて厳しい状況にございます。今後もさらなる公有地の活用や独

自の開設支援策など、区として最大限取り組んでまいります。 

 次に、認可外保育施設助成制度創設の経緯等ですが、利用する保護者の経済的な負担を軽減

するとともに、都が実施する立入検査に同行し、指導することで、保育の質の向上を図るもので



ございます。助成には、平成 29 年度から３年間時限的に予算化される都の補助制度を活用いた

します。都要綱では、認可保育園に入園申請したか否かにかかわらず一律に月額４万円を助成す

るものですが、区では、待機児童対策の１つとして、不承諾通知を受けた保護者を対象といたしま

す。認可保育園と比較し利用料が高額となる０歳には１万円、１歳には 5,000 円を区が上乗せ助成

いたします。 

 次に、３年の助成期間が経過した後の取り扱いですが、児童の利用状況等を勘案し、適切に判

断してまいります。 

 次に、区ホームページの活用ですが、認可外保育施設の事業者に働きかけ、空き状況などの情

報を求めてまいります。 

 次に、教育にかかわる負担軽減のご質問にお答えいたします。 

 都の助成制度が拡充され、対象世帯が広がったところでございます。しかしながら、年収 250

万円以下の世帯は既に負担軽減が図られ、見直しによる家計への効果が及ばないことから、こ

の所得階層には引き続き就学支援が求められると考えております。 

 次に、奨学金制度の見直し等ですが、奨学金運営委員会で返済免除型奨学金の導入の提言も

ございましたので、入学準備金を含めた低所得者世帯への支援のあり方については、運営委員

会や子ども未来応援プロジェクトで検討してまいります。 

 

◯健康推進部長（西田みちよ君） 

私からは、子育て支援の充実の中の不妊治療費助成の拡充および子ども医療費助成に関するご

質問、さらに、地域猫ボランティアに関するご質問に順次お答えいたします。 

 初めに、不妊治療費助成の拡充についてお答えいたします。 

 東京都の新年度予算案にある新規事業、不妊検査等助成については、助成対象や助成方法の

詳細は未定です。区としても、その動向を注視してまいりたいと考えております。 

 さらに、新たな都の制度の詳細を確認した上で、現在区で実施している一般不妊治療助成の

実績の大幅な伸びなども勘案し、今後の不妊治療助成制度のあり方を再確認していきたいと考

えております。 

 続いて、子ども医療費助成にかかわる国庫負担金減額の見直し分の財源活用についてお答え

いたします。 

 議員ご指摘のとおり、国では、自治体の少子化対策の取り組みを支援する観点から、平成 30

年度より、未就学児までを対象とする医療費助成について、国保の国庫負担金の減額調整を行

わないという制度改正を行う見込みであります。この改正により増額が見込まれる歳入につき

ましては、引き続き国や都の情報に注視して確保に努め、その使途につきましても、子育て支援

や少子化対策も含めた区民福祉の向上に活用していく方針でございます。 

 最後に、地域猫ボランティアの支援についてお答えいたします。 

 区では、平成 17年より、動物愛護の視点と、猫によるふん尿や悪臭などを地域から減少させる

ことを目的とし、モデル地区を指定して、町会・自治会をはじめとした有志の方々が、飼い主のい

ない猫の頭数や餌場を管理し、このような猫がみだりに繁殖しないよう、不妊・去勢手術を実施

する地域猫の取り組みを進めております。その結果、各モデル地区における飼い主のいない猫は、

10年間で平均 37.5％減少しております。こうした取り組みを一層推進するため、モデル地区で地

域猫活動を実施しているボランティアの意見を伺い、適切な管理活動をされる有志の方々が無

責任な餌やりをする人と誤解されることのないよう、「品川区認定・地域猫活動」と表示した腕章



を今年度中に配付する予定でおります。今後も飼い主のいない猫を増やさないモデル事業につ

いて、工夫しながら啓発を進めてまいります。 

 次に、公園での餌やりですが、餌の不始末による散乱など、利用者や近隣の方から苦情が寄せ

られ、やむを得ず看板等で注意を喚起しております。一方、地域猫活動のモデル地区内の公園で

は、餌場の管理を行いながら餌やりを行っております。今後も関係する部署が連携して、誤解を

与えないような看板の設置や適正な管理に努めてまいります。 

 

◯福祉部長（榎本圭介君） 

私からは、成年後見制度についてお答えいたします。 

 初めに、後見制度の利用の現状については、高齢化に伴う判断・身体能力の低下や独居世帯

の増加、親族関与の希薄化などにより申し立てをするケースが主なものであり、この傾向は今後

も増加すると見込んでおります。 

 次に、障害者の利用促進ですが、障害者の場合は、本人の障害特性を十分に理解した対応と、

制度利用が長期にわたることが見込まれるため、本人と後見人との信頼関係の構築が極めて重

要であり、品川区における後見制度の取り組みは、これまでも、本人に寄り添った日常生活を見

守る身上保護を重視してきました。今回の法律制定でもこの観点が盛り込まれ、本人の自己決定

権を尊重するという理念が重視されています。区では、このような趣旨に基づく制度であること

の周知を行い、親族やケアマネジャー等への普及啓発を図り、早期の対応と利用の促進を図って

まいります。 

 次に、担い手の育成については、社会福祉協議会と連携した市民後見人養成講座を活用し、市

民後見人の育成やＮＰＯ等の法人後見の育成についても、制度の趣旨を周知し、確保を図ってま

いりました。今後も、本人に身近な家族や親族が後見人としてかかわることに対しての相談や支

援を行い、新たな担い手についても研究してまいります。 

 また、不正防止については、本人の状況に応じて、行政や社協、身近な親族、福祉、医療等の関

係者と後見人が一体となって本人を見守っております。また、財産管理については、監督人であ

る社協に対して定期的な後見活動報告や財産目録の提出を義務づけるなど厳格な管理を行い、

その上で、社協が家庭裁判所に報告を行っているところです。 

 

＜再質問＞ 

自席より再質問させていただきます。 

 それぞれご答弁ありがとうございました。 

 特に東京都のほうで新たな新規事業が、先ほど数も教えていただいて、382 ということで、数

多くある中で、非常に品川区でも有効に活用できるものが多くあるように思っておりますので、

ぜひ早急にスキーム等を精査していただいて、積極的な活用を要望したいと思います。これは

要望でございます。 

 質問につきましては、無電柱化の促進のところでございますが、東京都のほうでいろいろと計

画が出されてくるという中で、推進計画等の策定がやはり補助、助成を受けるに当たっての条件

になるのかなと思いますので、そういうご答弁はなかったのかもしれないですけど、推進計画策

定をぜひやるべきであるというふうに質問、提案させていただきましたので、そこについての

考えを１点、お知らせいただきたいと思います。 

 以上です。 



＜再答弁＞ 

◯防災まちづくり部長（松代忠徳君） 

無電柱化についての再質問をいただきました。 

 先ほどご答弁しましたとおり、東京都から新たな打ち出しが出されました。その打ち出しの内

容のさらに詳細な補助要綱、または、具体的なこととして、この３月末までに出されるということ

を聞いております。私どもは、それをまずしっかりと見ていくことが重要だろうと思っております。

それにあわせて、その中身と今後のことというのは、当然のことながら、計画案には十分反映で

きるか、どういうふうな形で計画をしていけばいいかというふうなことを検討する素材となりま

すので、それをしっかり見詰めて、注視して、今後の行動、計画等の中身に反映していきたい、こ

のように考えているものでございます。 


